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はじめに  

   

本県の結核行政は、昭和 26年に制定された結核予防法及び平成 16年に厚生労働大臣が新たに

定めた「結核の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」を受けて、平成 17年３月に策定

した「宮崎県結核予防計画」により、まん延防止対策に取り組んできました。 

 その後、平成 19年に結核予防法が廃止され、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律」（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）及び「予防接種法」（昭

和 23年法律第 68号）に統合されるとともに、新たな結核対策として、「結核に対する特定感染

症予防指針」（平成 19年３月 30日厚生労働省告示第 72号。以下「予防指針」という。）が示

され、平成 23年５月には、予防指針が改正されております。 

 結核患者数は減少傾向にあるものの、依然として我が国における最大の慢性感染症であることに

変わりはなく、今後も結核対策の手を緩めることはできない状況にあります。 

 また、結核対策の面では、診断技術の進歩や、直接服薬確認治療（以下「DOTS」という。）の

普及などにより、結核の診断や治療の水準が格段に向上した一方で、結核患者の減少、結核医療の

不採算性により、結核の研究や診療に精通した医療従事者及び結核を診療できる医療機関が減少し

ているなどの問題が生じています。さらに、基礎疾患を有する高齢者がり患の中心である昨今の状

況においては、求められる治療形態が多様化しており、対応できる医療機関が少なくなってきてい

ます。  

 このような変化に対応するためには、結核の発生の予防とまん延の防止、健康診断及び患者に対

する良質かつ適切な医療の提供、疫学などの研究の推進、人材の育成並びに知識の普及啓発ととも

に、県、市町村及び関係機関の連携、役割分担を明確にし、結核対策を総合的に推進する必要があ

ります。 

 このような変化に対応するために県では、関係機関が連携して取り組むべき課題に対し、新たな

取組の方向性を示すことを目的に、国の「予防指針」の内容を受け、宮崎県結核予防計画を改正す

ることとしました。なお、本計画は宮崎県における感染症対策の基本計画である「宮崎県感染症予

防計画」のうち、特に結核対策について定めた個別計画として定めるものです。 

 県民の皆様及び関係者におかれましては、本計画に留意しつつ、本県における結核対策への取り

組みを行っていただきますようお願いいたします。 
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第１  結核の現状と本県の結核対策の課題 

 

１ 世界の結核の現状 

  世界保健機関（ＷＨＯ）は２０１２年の世界の新発生患者数は全結核で８６０万人、死亡数１

３０万人と推定しており、結核はいまだ世界最大級の感染症と言える。患者の大部分はアフリカ

及びアジアに集中して発生しており、上位２２カ国で患者の約８０％を占めている。また、不適

正な抗結核薬の投与（治療の失敗）や患者の不十分な服用（治療脱落等）によりイソニアジド、

リファンピシン等の主要な抗結核薬に耐性を獲得して治療困難となる多剤耐性結核の増加が大

きな問題となっている。 

  ＷＨＯを中心にしたストップ結核パートナーシップの呼びかけにより世界の結核対策は確実

な治療に重点が置かれており、その中心的施策である直接服薬確認治療戦略（ＤＯＴＳ戦略）が

精力的に実施されている。 

注）DOTS (Directly Observed Treatment Short Course) とは、結核患者の服薬を第三

者が確認し、治療中断、結核菌の耐性化を防ぎ確実な治癒とするものである。その結果、新たな

結核罹患率を低下させ、結核の撲滅を目指すものである。 

 

２ 日本の結核の現状 

  低下してきた我が国の結核罹患率は、１９９７年より３年連続して上昇し、９９年には「結核

緊急事態宣言」が出された。２０００年以降は減少に転じたが、その減少率は年々縮小している。

また、欧米諸国と比較すると、日本の結核罹患率は依然として高い。 

  このような中、日本においてもＤＯＴＳ戦略を取り入れた結核指定医療機関内及び地域での直

接服薬を軸とした患者支援、治療成績の評価等の包括的な結核対策（いわゆる日本版ＤＯＴＳ）

を推進している。本県でも DOTS カンファレンスおよびコホート検討会を軸とした対策を実施

している。 

 

３ 本県の結核の現状と課題 

  本県の結核罹患率及び有病率は、年々減少率が縮小しており、鈍化傾向がみられる。また、喀

痰塗抹陽性肺結核罹患率は国と同様に横ばい傾向にあり、２０１１年には一時上昇に転じたが、

それ以降は再び減少している。 

本県の罹患率は、現在全国の中で中位にある。結核罹患者の年齢を新登録患者で見た場合、６

５歳以上の高齢者が６割以上を占めている。一方、結核死亡率は、国と同様の傾向を示している

が、ここ数年は国よりも高くなっている（資料４）。また、本県では医療機関等における集団感

染事例も発生している。 

  公益財団法人結核予防会結核研究所では、結核登録者情報システム年報集計結果から得られる
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諸情報に死亡に関する情報を加えて結核管理図を作成しており、２９項目の指標が用いられてい

る（資料５，６，７）。これを見ると本県では、結核死亡率が高い、肺外結核割合が多い、肺結

核再治療割合が多いこと等が全国と比較しての本県の課題であると認められる状況となってい

る。 

本県の状況を総合的に判断すると、罹患率や集団感染事例の発生が認められていること等を考

慮すると、結核のまん延地域（中程度）と考えられる。 

 

  結核対策の課題 

結核罹患率等の状況及び結核の指標等から本県における結核対策の主な課題は、 

①高齢者等に重点を置いた対応（ハイリスク者・集団対策） 

②集団感染等の的確な対応（定期外健康診断の強化） 

③合併症治療を含めた適切な結核医療提供体制の確保 

④個別的対応を含めた確実な患者管理とその評価 

である。 

 

 

第２  結核の予防の推進の基本的な方向 

 

１ 現在の結核を取り巻く状況への対応 

  本県の結核罹患者の状況は、国と同様に高齢者が中心となっている。糖尿病などの基礎疾患を

有する結核患者も増加しており、合併症の治療も含めた治療形態の複雑化など結核を取り巻く状

況は多様化している。また、我が国は先進諸国の中でも罹患率が最も高く、結核中まん延国であ

り、本県の状況も同様である。 

  このため、結核対策の重点は、従来の一律かつ集団的対応から、発症のリスク等に応じた効率

的な健康診断、初発患者の周辺の接触者に対する健康診断、有症状時の早期受診の勧奨、結核患

者に対する適正な医療の提供、治療完遂に向けた患者支援等きめ細やかな個別的対応へ転換して

きており、引き続きこれらを推進する。 

 

２  県の果たすべき役割 

県は、国及び他の都道府県と相互に連携して、結核予防に関する施策を講ずるとともに、正し

い知識の普及、情報の収集及び分析並びに公表、研究の推進、人材の養成及び確保並びに資質の

向上、患者の人権の尊重等の結核対策に必要な体制を確保する。 

また、複数の都道府県等の広域的な地域に結核のまん延のおそれがある場合に備えて、国と連

携を図り、近隣の県等とあらかじめ協力体制を協議するものとし、複数の都道府県等にわたって

結核のまん延のおそれのある集団感染等に対応するときは、関係の深い都道府県と連携して結核



 - 4 - 

対策を行う。 

 

○  県は、結核対策の推進にあたり、重要な事項については、宮崎県感染症対策審議会の意見を

聴くものとする。 

○ 宮崎市及びその他の市町村との連携 

   県は、保健所を設置する宮崎市及びその他の市町村と連携して結核対策を効果的に推進する。 

 

 保健所の役割 

   保健所は、地域における結核対策の中核拠点として、市町村の求めに応じた技術支援、接触

者健康診断の実施、結核の診査に関する協議会の運営等による適正な医療の普及、実情に応じ

た患者への服薬支援、地域への結核に関する情報の発信及び技術支援・指導、届出に基づく発

生動向の把握及び分析等を行う。 

 

３ 市町村の果たすべき役割 

 ○ 市町村は、結核対策の実施者として、県保健所及び郡市医師会等と連携して予防接種及び定

期健康診断を確実に実施する。 

○ 市町村は、地域住民に対する結核に関する正しい知識の普及啓発に努める。 

○ 保健所を設置する宮崎市は、本計画の考え方を尊重するとともに、本計画の事項において、

法の規定により、県と同様に実施の必要がある施策等については、その推進に努める。 

 

４ 県民の果たすべき役割 

 ○ 県民は、結核に関する正しい知識を持ち、その予防に必要な注意を払うよう努めるとともに、

特に有症状（２週間以上の長引く咳等）時には、早期に医療機関を受診（「受診の遅れ」の縮

減）し、結核と診断された場合には治療を完遂するよう努める。 

○ 県民は、結核患者について、偏見や差別をもつことなく、患者の人権を尊重するよう努める。 

○ 県民は結核の発生予防及びまん延防止のために国及び県並びに市町村が実施する施策に協

力するよう努める。 

 

５  医師等の果たすべき役割 

○  医師及び医療関係者は、４の｢県民の果たすべき役割｣に加え、結核患者等が置かれている状

況を十分に認識し、患者等への十分な説明と同意に基づいた良質かつ適正な医療を提供するよ

う努める。 

○ 医療機関は、結核の合併率が高い疾患を有する患者等の管理に際し、必要に応じて結核発症

の有無を検査し、積極的な発病予防の治療の実施に努めるとともに、結核院内感染防止対策を

講ずるよう努める。 
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○ 医師等は、結核の治療の基本は薬物治療の完遂及び標準治療による結核菌の薬剤耐性獲得防

止であることを理解し、患者に対し服薬確認の説明を行い、患者の十分な同意を得るとともに、

保健所が行う直接服薬確認を基本とした包括的な結核対策（日本版ＤＯＴＳ）に協力するよう

努める。 

 

６  施設等の管理者等の果たすべき役割 

○  福祉施設等の管理者等は、施設内における結核の発生の予防及びまん延防止のため、法に定

める定期健康診断の実施や有症状時の早期受診の勧奨など必要な措置を講ずるよう努める。 

○  学校等教育関係施設の管理者等は、教育活動の中で、次世代を担う児童・生徒等に対し、結

核の予防に関する正しい知識を習得させ、結核の患者等に対する差別や偏見が生じないように

努める。 

 

７  結核患者等の人権の尊重 

    県は、結核の予防と患者等の人権尊重の両立を基本として、個人の意思や人権を十分に配慮し、

患者等の一人ひとりが安心して医療を受け、早期に社会復帰ができるような社会を構築する。 

また、結核に関する個人情報の保護に十分留意し、結核に対する差別や偏見により患者等の人

権が損なわれることのないように、報道機関に協力を求めることを含め、あらゆる機会を通して

結核に関する正しい知識の普及啓発を行う。 

 

８  結核危機管理体制の確立 

    結核の発生時においては、周囲へまん延する危険性を常に視点に入れ、県民の健康を守るため

の健康危機管理の考え方による迅速かつ的確な対応が重要である。 

このため、結核の発生状況等の的確な把握のため、診断した医師による早期届出（診断後直ち

に）による発生動向調査体制を基本として、行政各機関及び関係者が適切に連携し、基本指針及

び本計画に基づいた結核危機管理体制の確立を図る。 

 

９  結核を取り巻く状況に即した本計画の再検討 

本計画は、「結核に関する特定感染症予防指針」に基づき策定され、指針改正時に再検討を加

え、必要がある場合はこれを改正する。また、本県の結核を取り巻く状況の変化等を考慮して、

概ね５年を目途に見直しを行う。 
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第３ 目標の設定 

 

１ 目標の設定 

  第１に記述した本県の結核の罹患率や結核のまん延状況及び第２の結核の予防の推進の基本

的な方向等を勘案して、喀痰塗抹陽性結核患者に対する DOTS 実施率、治療脱落率及び罹患率

等の結核の指標について、平成３１年度までに達成すべき目標値を設定する。 

 

  県の目標                      平成２４年   平成３１年 

○ 罹患率（人口１０万対）              １５．１    １２．0以下 

○ 全結核患者に対するDOTS 実施率         ※８４．９％    ９５％以上 

○ 喀痰塗抹陽性結核患者に対する治療脱落率      １．４７％     １％以下 

○ 発病から初診までの期間２月以上の割合      ２２．７８％    １５％以下 

 ○ 初診から診断までの期間１月以上の割合      ２６．８0％      １５％以下 

○ 医師が診断後直ちに結核発生の届出を行った割合  ※８６．６％      １００％ 

 

  市町村の目標                    平成２４年    平成３1年 

 ○ ＢＣＧ接種率（生後１２月時点）         ＊９４．９％     ９7％以上 

 ○ 定期健康診断受診率（６５歳以上）        ※３４．８％     ８０％以上 

 ※は平成２３年の数値 

＊BCG 接種率は地域保健・健康増進事業報告の接種者数を出生数で割ったもの 

 

 

第４  結核の予防のための施策  

 

１ 予防接種 

１）現状 

  本県の定期予防接種（生後１２月未満を対象）の現状は、平成２４年度の各市町村の予防接種

率でみると、県全体で９４．９％となっている。一定の未接種者が存在することから、対象者へ

の予防接種の勧奨を今後ともさらに行う必要がある。 

 

２）対応 

結核の予防接種であるＢＣＧ接種は、乳幼児の結核性髄膜炎等の重症結核の感受性対策として

重要である。県は、法に基づく定期予防接種の正しい知識の普及に努めるとともに、県医師会と
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連携して予防接種体制の整備に努める。 

 

○ 市町村は、ＢＣＧ接種に対する正しい知識の普及に努め、接種の意義について地域住民の理

解を得るとともに、生後１２月未満までに実施する。 

   ＢＣＧ接種実施に当たっては、県医師会及び郡市医師会と十分な連携のもとに、個別通知等

により勧奨するとともに、いつでもどこでも受けることができる予防接種の広域化（個別接種）

を推進する。もって、ＢＣＧ接種率の目標値を生後１２月時点で９７％以上とする。 

○ 県は、医師等予防接種従事者に対する予防接種に関する研修を行う。また、市町村に対し結

核に関する情報提供を行うとともに、県医師会と連携して予防接種体制を整備するなど接種率

の向上に努める。 

 

２ 定期健康診断 

１）現状 

  結核の定期健康診断は、市町村長、事業者、学校の長、福祉施設及び矯正施設等の長が実施責

任を負う。各市町村長の実施する定期健康診断（６５歳以上）の平成２３年度受診率は、県全体

で３４．８％となっている。 

 

２）対応 

近年における新規結核患者は、高齢者や健康管理の機会に恵まれない者、糖尿病等基礎疾患を

有する者等いわゆるハイリスク者に集中しており、これらの集団に重点的に健康診断を実施する

ことが重要である。特に、労働安全衛生法に基づく健康診断が保証されない労働者（小規模作業

所や日雇い労働者等）やその他ハイリスク住民に対する健康診断の実施について留意が必要であ

る。 

 

 ○ 市町村は、本県における結核のまん延状況を勘案して、当分の間は６５歳以上の住民を対象

とすることを原則とする。また、患者発見率０．０２から０．０４％を基準として算出し、結

核既往者や医療管理下にないじん肺患者等結核発症のリスクの高い者については６５歳未満の

者も対象者とする。 

 ○ 市町村は、寝たきり等の事情により胸部エックス線検査による診断が困難な場合においては、

喀痰塗抹検査を実施する。 

 ○ 市町村は、ハイリスク者へ重点的に健康診断を実施することを踏まえて、受診率の目標を８

０％とする。 

 ○ 福祉施設等の管理者等は、従事者の健康診断を適正に実施するとともに、有症状時の早期受

診の勧奨を行い、施設内感染対策を講ずる。また、寝たきり等の事情により胸部エックス線検

査による健康診断が困難な場合においては、喀痰塗抹検査を実施する。 
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 ○ 病院、老人保健施設等の管理者等は、必要に応じて医学的管理下にある入所者等の健康診断

を実施する。 

 ○ 県は、健康診断受診率の市町村格差を是正するため、健康診断の啓発や検診体制等について、

県医師会と連携して市町村を支援する。また、保健所は、市町村の求めに応じた技術的支援を

行う。 

 

３ 接触者健康診断 

１）現状 

  結核患者が発生した場合に行う患者接触者の健康診断は、特異的な選択的健康診断としてその

重要性が高いことから、患者を早期訪問した上で、喀痰塗抹状況・現病歴・活動状況等の情報を

可能な限り詳細に収集することが重要である。この情報をもとに対象者を選定するが、平成  

２４年の新登録患者１人当たりの接触者健康診断実施数は１０．０８人であり、新登録結核患者

のうち接触者健康診断で発見された割合は６．７２％となっている。 

 

２）対応 

結核患者が発生した場合に行う患者接触者の健康診断は、結核低まん延化の状況にあって、感

染源及び感染経路の究明に重要である。特に、集団感染につながる可能性のある喀痰塗抹陽性の

初発患者の発生においては、綿密で積極的な対応を行う。 

 

  保健所の対応 

 ○ 「結核の接触者健康診断の手引き」に基づいた健康診断を実施する。 

○ 接触者健康診断の対象者は、結核にかかっていると疑うに足りる正当な理由にある者とする。 

 ○ 保健所長は、接触者健康診断を行う場合は、関係者の理解を十分に得るものとし、健康増進

課感染症対策室と連携して必要かつ合理的な範囲について積極的かつ的確に実施する。 

 ○ 保健所長は、接触者健康診断を実施する場合は、対象者に健康診断の勧告を行い、これに従

わない場合は措置により実施する。 

 ○ 健康診断の対象者が管轄外にいる場合は、関係する保健所へ情報を提供するとともに、接触

者健康診断の依頼を行う。 

 ○ 感染の場が複数の都道府県にわたる場合は、関係する都道府県及び保健所と連携して、接触

者健康診断を行う。 

 ○ 喀痰塗抹陽性患者の結核菌分子疫学調査を実施するとともに、感染源及び感染経路の究明に

努める。 

  

４ 医療機関における患者発見 

１）現状 
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医療機関における早期での正確な診断の確保は重要である。また、咳等の有症状時の患者の早

期受診も必要である。平成２４年の結核の指標では、新登録の肺結核患者のうち菌陽性の割合が

８９．９２％、初診から診断までの期間が１月以上の割合が２６．８０％となっている。 

 

２）対応 

県民の結核に対する意識の向上を図り早期受診などの保健行動がとれるように啓発する必要

がある。また、医療機関の結核に対する意識や知識の向上に努める必要がある。 

 

 ○ 県は、県医師会を通じて医療機関に対し結核に関する情報提供を行うとともに、医師等に対

する研修を行う。 

 ○ 県は、結核の診査に関する協議会が適正医療及び人権に配慮した医療の確保を図る協議会と

して、その機能を十分発揮できるよう委員の資質の向上を図り、結核医療に関する指導を強化

する。 

 ○ 県は、結核予防週間等に併せて県民に対し結核に関する正しい知識の普及に努め、有症状時

の早期受診を啓発する。 

 ○ 県は、患者発見の指標として、初診から診断までの期間が１月以上の割合１５％以下を目標

とする。 

 

５ 結核発生動向調査体制の充実強化 

 １）現状 

  県下の結核患者発生動向を把握し、結核対策の実施状況を評価するための情報の収集・解析及

びその還元を行うため、感染症法第１２条の規定に基づき医師より結核の発生届出が出された後、

保健所担当者は速やかに NESID（感染症サーベイランスシステム）および結核登録者情報シス

テムに登録を行い、結核対策の向上に有効活用する。平成２４年の発生動向調査における年末登

録中病状不明の割合は１５．５８％、新登録肺結核中培養等菌検査結果把握割合が９１．６０％、

新肺培養陽性中薬剤感受性結果把握割合は７６．０４％となっている。 

 

 ２）対応 

県が結核に関する情報を収集及び分析し県民や医療機関等に公表している「感染症発生動向調

査」は、日常行うべき結核予防施策の基本となるものであり、その精度向上に努める。 

 

○  県は、保健所を「地域における結核対策の中核機関」として、衛生環境研究所を「結核の技

術的かつ専門的な機関」としてそれぞれ位置づけ、国と連携して結核情報の収集・分析を行い、

県民や医療関係者等に適切に公表する体制を構築する。 

○  県は、感染症法第１２条の医師の届出義務（診断後直ちに）、感染症法第１６条の病院管理
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者の届出義務（７日以内の届出）及び感染症発生動向調査の重要性について、県医師会等を通

じて周知し、理解を求めることにより、適切な推進を図る。 

○  県は、結核の患者等への良質かつ適切な医療の提供と結核のまん延防止の観点から、宮崎県

衛生環境研究所と連携して、結核菌分子疫学調査を実施する。 

○ 県は、発生動向調査の目標として、医師が診断後直ちに結核発生の届出を行った割合を１０

０％とする。 

 

６  県における関係部局の連携や医師会等の医療関係団体との連携 

結核の予防を効果的かつ効率的に進めるために、県における関係部局の連携はもとより、学校、

企業、社会福祉施設、介護保険施設等の関係機関・団体とも連携を図ることが重要である。 

さらに、国・他の都道府県、医師会等医療関係団体との連携体制を構築する必要がある。 

 

 

７  県における保健所及び衛生環境研究所（県感染症情報センター）の役割分担と連携 

結核の発生予防のために保健所と衛生環境研究所は、それぞれの役割を分担するとともに、緊

密に連携し県の施策の適切な推進を図る必要がある。 

 

○  保健所は、地域における結核対策の中核機関として、結核に関する正しい知識の普及及び市

町村等への技術支援を行うとともに、結核発生動向調査における情報を収集し、衛生環境研究

所（県感染症情報センター）へ報告する。また、結核菌分子疫学情報の収集のための調査を行

う。 

○  衛生環境研究所（県感染症情報センター）は、結核の技術的かつ専門的な機関として、結核

発生動向調査における情報の分析を行うとともに結核菌分子疫学検査を行い、保健所に対し情

報提供を行う。 

 

 

第５  結核のまん延防止のための施策  

 

１ 結核のまん延防止のための施策の考え方 

結核のまん延防止対策の実施に当たっては、患者等の人権を尊重するとともに、健康危機管理

の観点に立って迅速かつ適切に対応することが重要である。また、県民一人ひとりの予防の努力

と、良質かつ適正な医療の提供による早期治療及び治療完遂の積み重ねにより、社会全体の予防

を図ることを基本とする。                                                                                                                         

 

○ 県は、結核のまん延防止の観点から、結核発生動向調査等による情報の収集及び公表を行う。                                                                                                                       
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○ 県民は、県から提供される結核発生動向調査等による情報に基づき、自ら結核の予防に努め、

定期健康診断を受ける等の健康を守る努力を行う。                                                                                                                     

 

２  接触者健康診断、就業制限、入院勧告・措置 

感染症法第１７条から第２０条に規定する健康診断（接触者健康診断）、就業制限、入院の勧

告・措置等の一定の行動制限をともなう対策を行うに当たっては必要最小限のものとするととも

に、患者等の人権に配慮して十分な説明と同意に基づいて行うことを原則とする。 

 

○  県は、勧告・措置等を講じる場合は、結核の発生及びまん延に関する情報を対象となる患者

等に提供し、その理解と協力を求めながら行うことを基本とするとともに、人権への配慮の観

点から､審査請求に係る教示等の手続きを厳正に行う｡ 

○  県は、健康診断の勧告・措置の際は、感染経路等の事情を十分に考慮した上で、科学的に結

核に罹患の疑いのある者を対象とするとともに、情報の的確な公表により、必要に応じ、県民

の自発的な健康診断受診を勧奨する。 

○ 県は、就業制限の措置に際し、対象者の自覚に基づく自発的な休暇、接客業等、多数の物に

相対して接触する業務以外への一時的従事等による対応が基本である旨を対象者等に周知す

る。                                                                                               

○  県は、入院勧告・措置に際し、患者等に対し、入院の理由、審査請求ができること等を含め

十分な説明を行う。                                                                                                                       

○ 県は、入院勧告・措置に際し、医師等医療関係者に対し、十分な説明と同意に基づいた医療

の提供と、精神的不安軽減のための必要に応じたカウンセリング等の実施を要請する。                                                                                                                                         

○  県は、入院勧告・措置に係る患者に対し、異なった日の喀痰の培養検査により３回連続陰性

（但し、３回目の検査は核酸増幅法の検査とすることもできる）と確認され、他に感染させる

おそれのない場合は、その時点で入院勧告・措置を解除しなければならない。 

 

３  結核の診査に関する協議会 

感染症法第２４条に規定する「感染症の診査に関する協議会」には、入院勧告等についての専

門的な判断の他に、患者等への医療及び人権への配慮が必要である。 

 

○  県は、感染症の診査に関する協議会条例(平成１９年３月１６日宮崎県条例第１９号) 第６条

の規定により、感染症診査協議会結核部会を設置する。 

     

４ 結核発生動向調査 

  結核の発生状況は、法による届出や入退院報告、医療費公費負担申請等を基にした発生動向調

査により把握する。発生動向情報には、患者の発見方法、発見の遅れ、診断の質、治療の内容や
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成功率、入院期間等の結核対策評価に関する重要な情報を含んでいる。 

 

○ 県は、コホート検討会を開催して、結核発生動向調査情報に基づき結核対策の評価を行う。 

○ 県は、結核発生動向調査に従事する職員の研修を行うとともに、結核発生動向調査の精度の

向上に努める。 

 

５  積極的疫学調査 

県は、結核集団感染の発生等の以下の場合において、その感染源や感染経路の究明等を目的と

した積極的疫学調査を実施する。 

①  結核集団感染が発生した場合 

②  結核発生動向調査において、通常と異なる傾向が認められた場合 

③  その他結核のまん延防止の観点から保健所長が必要と認める場合 

 

県は、積極的疫学調査を行うに当たっては、調査を実施する保健所等の職員に身分証の携帯・

提示を行わせるとともに、調査の趣旨等を関係者に十分説明し、理解と協力を得た上で迅速に実

施する。また、調査に当たっては、必要に応じ、衛生環境研究所をはじめ、公益財団法人結核予

防会結核研究所及び他の都道府県の地方衛生研究所等と連携して進める。 

                                                                                                                                   

６  県における関係部局の連携や医師会等の関係団体との連携 

  県は、結核のまん延防止対策を適切に進めるために、県における関係部局の連携はもとより、

集団感染等に迅速に対応する観点から、学校、各施設等、さらには国・他の都道府県、医師会等

医療関係団体との連携を図る。 

 

 

第６ 地域における結核に係る適正な医療を提供する体制の確保  

 

１  結核に係る医療の提供の考え方 

結核指定医療機関は、結核の患者に対して、早期に良質かつ適正な医療を提供し、重症化と周

囲へのまん延を防ぐことを基本とする必要がある。 

実際の医療の現場においては、結核の医療は特殊なものではなく、一般の医療の延長にあると

いう認識のもとで、 

① まん延防止措置をとった上で、可能な限り結核以外の患者と同様の療養環境での医療提供 

② 患者の心と体の状況を踏まえた治療に関する十分な説明・相談等 

を行うことにより、良質かつ適正な医療が実施されるべきである。 
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 結核の治療に当たっては、適正な医療が提供されない場合、疾患の治癒が阻害されるのみなら

ず、治療が困難な多剤耐性結核の発生に至る可能性がある。このため、適正な医療が提供される

ことは、公衆衛生上極めて重要なことである。 

 

○ 県は、結核に関する適正な医療について、県医師会を通じて周知する。 

○ 結核治療を行う医師等は、「結核医療の基準」（平成２１年１月２３日改正）に基づいて適正

な医療の提供を行うよう努める。 

 

２  結核患者収容モデル事業 

   県は、結核患者収容モデル事業実施要領に基づき、合併症を有する結核患者の医療を確保する

ために、県立宮崎病院にモデル病床を２床整備する。 

 

３ 結核病床 

  本県の結核病床は、平成２６年４月１日現在、国立病院機構宮崎東病院６０床、医療法人仁和

会竹内病院３２床、日南市立中部病院５床の９７床がある。平成２５年３月の宮崎県医療計画に

おける結核基準病床は２６床となっているが、平成２４年医療施設調査・病院報告では結核病床

（１１０床※）の利用率は２７．１％となっており、本県の罹患率及び有病率を勘案すると、入

院による医療の提供は９７床の結核病床で対応が可能である。 

 ※社団法人八日会藤元病院１３床が平成 2４年１２月に廃止 

 

４  平時及び結核患者発生後の対応時における一般の医療機関等における結核の患者に対する医

療の提供 

    結核患者に係る医療は、結核指定医療機関のみでなく一般医療機関においても提供されること

があることから、一般医療機関は国及び県等から公表される結核に関する情報を積極的に把握し、

結核患者発見に努めるとともに、医療機関内における結核のまん延防止のための措置を講ずる必

要がある。また、結核患者等の人権に十分配慮し、良質かつ適正な医療の提供を行うことが重要

である。 

  また、検査機関においては、結核患者を的確に診断するための結核菌検査の精度管理を行うこ

とが重要である。 

 

○  県は、一般医療機関において結核患者等に良質かつ適正な医療の提供が確保されるよう、医

師会等の医療関係団体と緊密な連携を図る。 

○ 県は、医療機関等に対して、結核に関する広報活動や研修を行うことにより、結核患者の早

期診断を啓発し、「診断の遅れ」いわゆるドクターズ・ディレイの縮減に努める。 

○ 医療機関は、医療従事者への二次感染を予防するための措置を講ずる。 
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○  医療機関及び検査機関は、結核菌検査の精度管理の向上を図り、結核患者の診断のための結

核菌検査の精度を適正に保つよう努める。 

 

５  結核患者の移送のための体制 

  喀痰塗抹陽性結核患者の入院のための移送については、県医師会及び県消防長会等の関係機関

と協議して、以下のとおり対応する。 

 

喀痰塗抹陽性結核患者の移送に関する基本的対応 

喀痰塗抹陽性結核患者の移送は、原則、患者・家族等が行うことになるが、患者・家族等が高

齢で車を運転できない等、必要な移送手段を持たない場合には、以下のとおり対応する。 

○ 医療機関の管理下にある喀痰塗抹陽性結核患者については、当該医療機関が搬送車両等の移

送手段を持つ場合には、当該医療機関で移送する。 

○ 患者・家族等が、医療機関による移送を含め、他に移送手段を持たず、救急を要する場合に

は、各消防本部（局）は、患者・家族等または医療機関の要請により、喀痰塗抹陽性結核患者

の移送を行う。この場合、患者・家族等または医療機関は、当該患者が喀痰塗抹陽性結核患者

であることを消防本部（局）に確実に伝える。 

○ 患者・家族等が、医療機関による移送を含め、他に移送手段を持たず、また、救急を要しな

い場合には、保健所は、患者・家族等または医療機関の要請により喀痰塗抹陽性結核患者の移

送を行う。 

○ 移送時には、二次感染を予防するための措置を講ずる。 

 

６ 結核の治療を行う上での服薬確認の推進 

  世界保健機関（ＷＨＯ）は、結核の早期制圧を目指して、直接服薬確認を基本とした包括的な

治療戦略（ＤＯＴＳ戦略）を提唱しており、これを参考に我が国においても日本版ＤＯＴＳが実

施され、この戦略の有効性が証明されている。 

  本県においても服薬確認を軸とした患者支援、治療成績の評価等の包括的な結核対策に平成１

６年度から取り組んでいるところである。 

 

 ○ 保健所は、直接服薬確認を軸とした患者支援の拠点として、国立病院機構宮崎東病院等の結

核指定医療機関、薬局等と連携して患者の十分な同意を得た上で、入院中はもとより退院後も

確実な治療が継続されるよう日本版ＤＯＴＳを推進する。 

○ 医師等は、結核の治療の基本は薬物治療の完遂であることを理解し、患者に対し服薬確認の

説明を行い、患者の十分な同意を得るとともに、保健所が行う日本版ＤＯＴＳに協力する。 

 ○ 県は、日本版ＤＯＴＳとして、全結核患者の DOTS 実施率９５％以上、治療脱落率３％以

下を目標とする。 
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 第７  結核に関する研究の推進、人材の養成、知識の普及のための施策  

 

１  結核に関する調査及び研究の推進 

結核対策は、科学的な知見に基づいて推進されるべきものであることから、結核に関する調査

及び研究は、結核対策の基本となるものである。 

県における調査及び研究の推進に当たっては、結核の技術的かつ専門的な機関である衛生環境

研究所と、地域の結核対策の中核機関である保健所が健康増進課感染症対策室と連携して計画的

に取り組むことが重要である。 

 

○  県は、衛生環境研究所と保健所を中心として、結核に関する調査及び研究に取り組むととも

に、「宮崎県地域健康推進研究会」、「衛生環境研究所研究成果発表会」及び関係学会等にその

成果を発表・討議することにより、結核に関する調査及び研究の推進に努める。 

○  衛生環境研究所は、結核の技術的かつ専門的機関として、結核の調査、研究、試験検査及び

情報等の収集、分析の業務を通じて結核対策の重要な役割を果たすとともに、保健所、市町村

その他関係団体等の結核に関する調査・研究に関して指導・助言を行う。 

○  保健所は、地域の結核対策の中核機関として、結核対策に必要な疫学的な調査及び研究を衛

生環境研究所並びに財団法人結核予防会結核研究所との連携のもとに進めるとともに、地域に

おける結核の情報収集拠点としての役割を担う。 

○  結核指定医療機関及びその他の医療機関は、結核発生動向調査や症例検討等を通じた結核の

調査・研究に取り組む。 

 

２  結核の予防に関する人材の養成 

現在、結核に関する知見を十分に有する者が少なくなっており、結核に関する幅広い知識や研

究成果の医療現場への普及等の役割を担うことができる人材を養成することが重要である。                                                 

 

○  県は、公益財団法人結核予防会結核研究所等で開催される結核に関する研修会等に関係職

員及び医療機関の医師等を派遣することにより、その資質の向上を図る。                                                                                                         

○  県は、衛生環境研究所の活用及び医師会等関係団体との連携等により、結核に係る人材養

成のための研修会等を企画・開催し、効果的かつ効率的な人材の養成を図る。 

○ 結核指定医療機関及びその他の医療機関は、院内感染対策委員会等を通じて結核に関する情

報を関係職員に周知するとともに、必要に応じて研修会等を開催し、関係職員の資質向上を図

る。                                                                                                                             

○ 医師会は、結核に関する情報を会員に周知するとともに、必要に応じて研修会等を開催し、

会員の資質向上を図る。                                                                                                                       
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○  県は、結核指定医療機関その他の医療機関、医師会等に対し、結核に関する情報の提供、研

修会開催の支援等を通じて、結核の予防に関する人材養成の支援に努める。 

 

３ 結核に関する啓発及び知識の普及並びに結核患者等の人権への配慮 

結核対策は、県、県民、医師等医療関係者などそれぞれの役割分担のもとに、患者等の人権に

配慮して適切に推進されなければならない。 

  また、結核に関する個人情報は十分な留意のもとに保護されなければならない。 

 

○  県は、結核患者等が不当な中傷、差別等を受けることがないように、次の施策により、適切

な情報の公表と正しい知識の普及啓発に努める。また、情報の公表時等における誤った情報提

供や人権上不適切な状況が生じないよう、平素から国、他の都道府県、医師会等医療関係団体、

報道機関等との密接な連携を図る。 

・  結核発生動向調査により収集した情報の分析及び公表を行う。 

・  必要に応じ報道機関への積極的情報提供を行う。 

・  パンフレット等の作成、キャンペーンや一般向け講習会の実施等を通じ、正しい知識と人

権尊重について普及啓発を行う。 

・  保健所における各種の相談事業を通じ、患者等の相談を受け、必要な助言や対策等を行う

ことにより人権の尊重に努める。 

○  県は、患者等に関する情報の流出防止のために、結核登録者情報システム運用時におけるパ

スワードやセキュリティシステム等の積極的活用に加え、関係職員に対し、研修会等を通じ個

人情報保護に関する意識の高揚を図る。 

○  県は、結核対策部門と人権啓発部門の連携により、人権に配慮した結核対策を行うとともに、

国や他の地方公共団体と必要な情報交換を行い、連携に努める。 

○  県民は、正しい知識を持ち、県等から提供される結核に関する情報を冷静に判断して発生の

予防に努めるとともに、うわさ、中傷等により患者等の人権が不当に損なわれることがないよ

うに努める。 

○  医師等医療関係者は、患者等のプライバシーに最大限の配慮を行うとともに、患者等への十

分な説明と同意に基づいた良質かつ適正な医療の提供に努める。 

 

 

第８  その他結核の予防の推進に必要な施策   

 

１ 施設内（院内）感染の防止の推進 

  病院等の医療機関においては、その性質上、患者及び医師等従事者は結核感染のリスクが高い

ことから、院内感染対策委員会等を中心に平時の院内感染の防止及び発生時の対策（感染源及び
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感染経路調査等）に取り組むことが重要である。また、学校、社会福祉施設、学習塾等において

も集団感染の事例が多くみられることから、その管理者は生徒等や職員等の健康管理に努めるこ

とが重要である。 

 

 ○ 県は、結核の発生の予防及びまん延の防止を目的に、施設内（院内）感染に関する情報を、

病院等、学校、社会福祉施設、介護保険施設、学習塾等の関係者に提供する。 

 ○ 学校、社会福祉施設、学習塾等の管理者は、生徒等や職員、入所及び通所者等の健康管理に

努めるとともに、有症状時の早期受診を勧奨する。 

 

２ 小児結核対策の推進 

  結核感染危険率の減少を反映して、小児結核においても著しい改善が認められているが、発見

等の遅れから後遺症を残す小児結核事例が報告されている。また、小児結核はその国・地域の結

核のまん延状況を示す一つの指標である。 

 

 ○ 県は、小児結核対策を推進するため、乳児早期の予防接種の徹底、接触者の健康診断の迅速

な実施、化学予防の徹底、結核診断能力の向上、小児結核発生動向調査等の充実を図る。 

 

３ 国際協力の推進 

  結核は未だに世界最大級の感染症のひとつであり、特にアフリカやアジア地域において、急速

な都市化、後天性免疫不全症候群の流行の影響、結核対策の失敗からくる多剤耐性結核の増加が

大きな問題となっている。これらの結核高まん延国出身者の在日外国人からの結核患者発生は、

我が国の結核対策を推進する上においても重要であり、また途上国の結核対策への協力は国際社

会の中での先進国である我が国の当然の責務である。 

  本県は、地理的にアジア地域と近く、航空機の直行便もあり、国際交流は今後とも進展するも

のと思われる。 

 

 ○ 県は、世界の結核問題に関する県民への普及啓発を図るとともに、国の行う国際協力事業（２

国間協力等）の研修事業等に協力する。 

 

 

 

 

 

 

 



 - 18 - 

 

 

（参考） 

 

日本版 21世紀型ＤＯＴＳ戦略 

 

・結核患者については、喀痰塗沫陽性患者、喀痰塗沫陰性患者問わず、再発及び薬剤耐性菌の出

現を防止するためには治療完了を徹底する必要がある。また、潜在性結核感染症患者においても 

結核発症を予防するためには、治療完了を徹底する必要がある。そのため、医療が必要な全結核

患者をＤＯＴＳ対象者とする。 

・院内ＤＯＴＳ：結核患者の治療の成功を目指して、入院中の病院、地域の医療機関、保健所等

が連携して治療終了まで一貫した支援を行い、患者自身が服薬の重要性を理解し、確実に服薬で

きるように規則的内服を動機づける 

・ＤＯＴＳカンファレンス：医療機関や保健所等の関係機関が協議し、治療開始から終了に至る

までの患者に対する服薬支援の徹底を図る 

・地域ＤＯＴＳ：患者の背景及び地域の実情に応じて、患者本人にとって最も適切かつ確実な服

薬支援の頻度と方法を採用し、関係者の連携の下で治療完遂を目指す 

・コホート検討会：ＤＯＴＳ対象者全員の治療成績のコホート分析とその検討を行う。その中で

治療不成功の原因を検討し、地域ＤＯＴＳ実施方法及び患者支援の評価・見直しを行い、地域Ｄ

ＯＴＳ体制の推進を図る。あわせて、地域の結核医療及び結核対策全般に関する課題について検

討を行う。必要に応じて患者の服薬支援に関わる全ての職員の参加を得る 
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資料１ 結核罹患率の推移 

 

※ 罹患率：１年間に結核患者として登録され治療を開始した者の人口１０万人対の率 

 

資料２ 喀痰塗抹陽性罹患率の推移 

 

※ 塗抹陽性罹患率：１年間に結核患者として登録され治療を開始した者のうち喀痰塗抹陽性の

人口１０万人対の率 
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資料３ 結核有病率の推移 

 

※ 有病率：ある時点で結核患者として治療を受けている者の人口１０万人対の率 

 

資料４ 結核死亡率の推移 

 

※ 死亡率：１年間に結核で死亡した者の人口１０万人対の率 
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資料５ 新登録患者の年代別割合の推移 
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資料６  結核管理図（指標値の推移） 

 

※全国：都道府県市の値の単純平均 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎県 全国 宮崎県 全国 宮崎県 全国
1 全結核罹患率（10万対） 13.39 17.34 15.83 16.97 15.10 15.92
2 喀痰塗抹陽性肺結核罹患率（10万対） 6.08 6.73 6.45 6.41 6.22 6.11
3 結核死亡率（10万対） 1.06 1.63 2.13 1.70 2.23 1.64
4 潜在性結核感染症治療対象者届出率（10万対） 3.61 3.42 5.22 7.81 6.48 6.88
5 新登録中外国出生者割合（％） 2.63 3.66 1.12 3.72 3.53 4.71
6 新登録中65歳以上割合（％） 62.50 64.05 76.54 64.97 67.65 67.00
7 発病～初診2か月以上割合（％） 14.71 15.85 21.95 17.79 22.78 17.10
8 初診～診断1か月以上割合（％） 28.89 22.75 31.37 23.47 26.80 21.67
9 発病～診断3か月以上割合（％） 20.00 17.34 39.02 18.27 23.75 17.44
10 新肺結核中接触者健診発見割合（％） 10.00 3.39 1.52 4.54 6.72 4.12
11 新登録患者1名あたり接触者健診実施数（延人数） 8.63 6.81 9.49 6.36 10.08 9.40
12 新登録中肺外結核割合（％） 21.05 22.63 26.26 23.74 30.00 24.42
13 新肺結核中再治療割合（％） 12.50 8.09 9.09 7.68 10.08 6.32
14 新肺結核中菌陽性割合（％） 90.00 84.32 88.64 83.50 89.92 85.85

化療 15 新全結核80歳未満中Z含む4剤処方割合（％） 73.27 77.06 75.26 76.84 79.79 78.03
入院期間 16 前年登録肺結核退院者入院期間中央値（日） 46.00 68.64 52.50 67.97 46.00 65.10

17 前年全結核治療完遂継続者治療期間中央値（日） 275.50 263.08 272.00 266.35 261.00 265.24
18 年末活動性全結核中2年以上治療割合（％） 1.67 2.10 0.81 1.77 0.00 1.52
19 肺喀塗陽性初回コホート治療成功割合（％） 55.26 51.33 55.74 50.39 52.94 48.62
20 肺喀塗陽性初回コホート死亡割合（％） 15.79 20.52 24.59 23.09 13.24 24.26
21 肺喀塗陽性初回コホート失敗脱落割合（％） 7.89 4.88 1.64 3.44 1.47 4.10
22 肺喀塗陽性初回コホート転出割合（％） 1.32 2.58 0.00 2.35 1.47 2.92
23 肺喀塗陽性初回コホート12か月超治療割合（％） 2.63 11.01 11.48 10.18 13.24 10.69
24 肺喀塗陽性初回コホート判定不能割合（％） 17.11 9.68 6.56 10.55 17.65 9.40
25 新肺有症状中発見遅れ期間把握割合（％） 38.04 66.09 39.42 66.77 79.21 66.67
26 新肺結核中培養等検査結果把握割合（％） 95.83 78.75 92.42 79.04 91.60 82.46
27 新肺培養陽性中薬剤感受性結果把握割合（％） 80.90 65.50 67.35 65.71 76.04 64.06
28 年末総登録中病状不明割合（％） 13.27 13.08 11.06 11.95 15.58 25.83
29 年末活動性全結核中生活保護割合（％） 5.83 6.47 1.63 6.34 4.35 6.52

平成24年平成23年平成22年

その他

潜在性結核感染症

患者発見
発見の遅れ

接触者健診

患者背景

蔓延状況

診断

治療

治療期間

治療成績

情報管理
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資料７  結核管理図（基準化偏差値の推移） 

 

※ 基準化偏差値は、（都道府県指標値－全国平均値）÷標準偏差値で求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成22年 平成23年 平成24年

1 全結核罹患率（10万対） -0.70 -0.22 -0.16
2 喀痰塗抹陽性肺結核罹患率（10万対） -0.26 0.02 0.05
3 結核死亡率（10万対） -1.00 0.71 1.02
4 潜在性結核感染症治療対象者届出率（10万対） 0.12 -0.62 -0.14
5 新登録中外国出生者割合（％） -0.47 -1.09 -0.38
6 新登録中65歳以上割合（％） -0.16 1.27 0.08
7 発病～初診2か月以上割合（％） -0.16 0.60 0.86
8 初診～診断1か月以上割合（％） 0.89 1.21 0.79
9 発病～診断3か月以上割合（％） 0.36 2.64 0.89
10 新肺結核中接触者健診発見割合（％） 3.48 -0.98 0.93
11 新登録患者1名あたり接触者健診実施数（延人数） 0.48 0.92 0.13
12 新登録中肺外結核割合（％） -0.33 0.49 1.14
13 新肺結核中再治療割合（％） 1.58 0.50 1.47
14 新肺結核中菌陽性割合（％） 1.19 1.09 0.88

化療 15 新全結核80歳未満中Z含む4剤処方割合（％） -0.53 -0.20 0.25
入院期間 16 前年登録肺結核退院者入院期間中央値（日） -1.30 -0.92 -1.37

17 前年全結核治療完遂継続者治療期間中央値（日） 0.47 0.27 -0.19
18 年末活動性全結核中2年以上治療割合（％） -0.32 -0.70 -1.04
19 肺喀塗陽性初回コホート治療成功割合（％） 0.49 0.65 0.48
20 肺喀塗陽性初回コホート死亡割合（％） -0.96 0.26 -1.77
21 肺喀塗陽性初回コホート失敗脱落割合（％） 0.98 -0.62 -0.84
22 肺喀塗陽性初回コホート転出割合（％） -0.58 -1.30 -0.57
23 肺喀塗陽性初回コホート12か月超治療割合（％） -1.79 0.25 0.53
24 肺喀塗陽性初回コホート判定不能割合（％） 1.42 -0.71 1.65
25 新肺有症状中発見遅れ期間把握割合（％） -1.27 -1.26 0.62
26 新肺結核中培養等検査結果把握割合（％） 1.12 0.89 0.65
27 新肺培養陽性中薬剤感受性結果把握割合（％） 0.83 0.09 0.57
28 年末総登録中病状不明割合（％） 0.02 -0.09 -0.71
29 年末活動性全結核中生活保護割合（％） -0.12 -0.91 -0.44

蔓延状況

潜在性結核感染症

情報管理

その他

患者背景

患者発見
発見の遅れ

接触者健診

診断

治療

治療期間

治療成績
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資料８ 結核管理図（基準化偏差値） 

 

 

 

※ 管理図では、指標値が全国と比較して好ましくない方向に偏る場合に、右に棒が突出するよう

に決められている。しかし、10, 11, 14, 15, 19, 25, 26, 27 の指標は逆に値が大きいほど好ま

しい場合が多いことから管理図の棒の方向は基準化偏差値の符号とは逆になっている。 
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資料９ 本県の結核の診査に関する協議会（平成 26 年４月１日現在） 

 

（宮崎県所管分）  

     

名    称 保  健  所 

県 央 県 南 地 区 結 核 診 査 協 議 会 中央保健所、日南保健所及び高鍋保健所 

県 西 地 区 結 核 診 査 協 議 会 都 城 保 健 所 及 び 小 林 保 健 所 

県 北 地 区 結 核 診 査 協 議 会 延岡保健所、日向保健所及び高千穂保健所 

 

（宮崎市所管分） 

 

名    称 保  健  所 

宮 崎 市 結 核 診 査 協 議 会 宮 崎 市 保 健 所 
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資料１０  本県の結核病床を有する指定医療機関（平成 26 年４月１日現在） 

 

 

医療機関名 所 在 地 病床数 

国立病院機構宮崎東病院 宮崎市大字田吉４３７４－１ ６０ 

医療法人仁和会竹内病院※１ 宮崎市霧島２－２６０ ３２ 

日南市立中部病院※２ 日南市大堂津５－１０－１ ５ 

※１ 病床３２床中１５床は休止中 

※２ 病床５床は休止中 

 

○基準病床数 ２６床 （平成２５年３月 宮崎県医療計画） 

 

 別表 結核患者収容モデル病床 

 

医療機関名        所 在 地 病床数 

県立宮崎病院 宮崎市北高松町５－３０ ２ 
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宮崎県の結核の予防のための施策の実施に関する計画 

（ 宮 崎 県 結 核 予 防 計 画 ） 

 

 平成２７年  月発行 
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